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　　　　　　　　　　　　　　and　Fumi　KURIIWA’
’Department　of　Forensic　Medicine，　Tokyo　Medical　College
　　　　　　　　　”Tokyo　Medical　Examiner’s　Office
　　　An　analytical　study　was　carried　out　in　344　decedents　subj　ected　to　the　medico－legal　inspection，
who　were　treated　in　the　Department　of　Emergency　and　Critical　Care　Medicine，　Tokyo　Medical
College　Hospital，　from　June　1，　1986　through　March　31，　1988．　The　subjects　consisted　of　233　males　and
111　females．
　　　The　incidence　in　the　age　of　50s　was　the　highest　in　male，　and　it　shifted　to　60s　in　female．
　　　In　242　cases　（700／o），　cause　of　death　was　determined　by　the　inspection　alone．　ln　order　to
determine　the　cause　of　death　definitely，　89　（260／o）　and　13　cases　（40／o）　were　subjected　to　the　adminis－
trative　and　the　legal　autopsies，　respectively．
　　　The　administrative　autopsy　revealed　that　76　subjects　belonged　to　natural　death　and　11　died
from　accident．　But　in　the　other　two　cases，　the　cause　of　death　were　not　revealed．
　　　In　201　cases　of　natural　death，　acute　heart　failure　（570／o）　was　the　most　popular　cause　and　this
was　followed　by　cerebrovascular　disorder　（18％）．　ln　male　subjects，　about　630／o　died　in　heart　failure
and　130／o　in　cerebrovascular　disorder，　while　450／o　died　in　the　former　and　290／o　in　the　latter　in　female．
　　　In　male，　the　injury　or　attack　occurred　at　their　homes　in　103　cases　（440／o），　and　in　21　（90／o）　and
109　（470／o）　cases，　it　occurred　at　their　places　of　work　and　at　other　places，　respectivery．　ln　fmale，　on
the　other　hand，　in　most　of　cases　（730／o）　it　occurred　at　their　homes．
　　　These　relative　data　concerning　the　cause　of　death　in　acute　deaths　among　ages　or　in　each　sex
were　very　similar　to　the　reports　of　the　Medical　Examiner’s　Office　in　Tokyo　or　Osaka．　This　indicates
that，　in　big　cities，　the　analytical　data　on　the　cause　of　death　obtained　in　the　department　such　as
emergency　and　critical　care　would　reflect　those　in　larger　population．
（1990年1月6日受付，1990年1月19日受理）
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緒 言
　近年，地域住民から行政当局に対して救急医療体
制の改善・拡充に関する要請が高まり，第三次救命
救急施設を設置する病院が増加するとともに，救急
搬送体制の整備も行われている．
　東京医科大学付属病院においても，昭和61年6
月2日に救命救急部（以下本院救命救急部）が一診
療科として独立設置され，新宿，中野，杉並地区に
おける機能度の高い外因，内因混合型第三次救命救
急施設として地域医療に貢献している．救命救急部
開設前の一年に比して，開設後の一年は，総搬入件
数で2画面，そのうち，“死亡”“重体”“重傷”のいわ
ゆる重篤患者は，件数で4倍，総数に対する比率も
2倍に急増している1）．
　第三次救命救急施設ではその性格上，極めて重篤
な患者が搬入される機会が多く，死の転帰をとる率
も高い．わが国での当該施設入院患者の死亡率は，
おおむね20～30％の間にあるといわれる．このほ
かにいわゆるDOA“dead　on　arrival”（病院到着時
心肺停止状態）で搬入され，救急処置室での心肺蘇
生法（cardio－pulmonary　resuscitation：CPR）に
反応しない患者や，病院到着時に死亡を確認される
患者の数も多い．行岡らによると1），本院救急部の
開設当初の1年間では入院患者の死亡率は，22．7％
であり，そのほかにDOA状態で搬入され，蘇生し
なかった症例が136例あった．
　これらの死亡例のなかには，外因が関与した死，
内因死（病死，老衰死）か外因死か不明なもの，お
よび，内因死のうち経過が急で死因が判然としない
ものなど，「所轄の警察署に異状死体の届出」を必
要とする症例が高い頻度を占めているであろうこと
は容易に推測される．
　著者らは，本院救命救急部で診療を受けた患者の
うち，異状死体として，東京都監察医務院による検
案の対象となった症例についての分析結果と，臨床
医学領域と法医学分野の接点についての若干の考察
を記述し，大方の参考に供したい．
調査対象および調査方法
　調査対象は，昭和61年6月2日より63年3月
31日までの1年10カ月間に本院救命救急部に搬送
されてきた救急患者で死の転帰をとった患者のう
ち，監察医の検案を受けた344症例である．これら
344症例について，外来および入院カルテと，東京
都監察医務院の死体検案調書並びに解剖報告書を照
合して分析した．また，当医務院の死因統計システ
ムのOA化が稼動を開始した昭和61年12月1日
からは，本死因統計マスタをも参照した．
結 果
　調査期間内の検案，行政解剖，司法解剖の件数を
年度別，男女別に示したものが表1である（表1）．
　検：案総数は男性，233例，女性111で，男女比は
約2：1であった．このうち検案のみで死因が確定
されたものは，男性160例，女性82例，計242例
で全体の約70％を占めていた．また，検案だけで
は死因が不明で，死因調査のため，行政解剖に付さ
れたのは全体の26％89例で，男性62例，女性27
例であった．検案のみ群，行政解剖群とも男性が女
性のほぼ2倍であった．なお，男性11例，女性2
例は，犯罪死として，または犯罪の関与が疑われる
として，司法解剖にまわった．
　昭和61年度（ただし10カ月）と比較して62年
度（12カ月）では，総数，検索のみ数，行政解剖
数ともに約2倍に急増している．これは「緒言」の
項で触れた救命救急部新設1年前からの推移と合せ
て考えると，担当地域の要請に対応して，当部が急
成長の期にあったことを反映しているものといえよ
う．
　総頭数を男女別，10歳刻みの年齢軒別に見ると
男女合計では，60歳代の61例18％，50歳代60例
表1検案・行政・司法解剖の件数
　　　　　昭和61年度（61．6．2．～62．3．31．）
　　　　　昭和62年度（62．4．1．～63．3．31．）
　　　　　　　　　　　　　　（単位：件数）
年度
性別 検案
ﾌみ
行政
?U
司法
?U
総数
昭和
U1年度
男女計 49
Q4
V3
25
X34
415 78
R4
P12
昭和
U2年度
男女計 111
T8
P69
37
P8
T5
718 155
V7
Q32
総計
男女計 160
W2
Q42
62
Q7
W9
11
Q13
233
P11
R44
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17％が多く，次いで70歳代54例16％であり，
50～70歳代の3群を合せると175例，全体の51％
を占めていた（図1）．
　男性では50歳代の46例20％がもっとも多く，
60歳代40例17％，70歳代35例15％の順で，こ
の3つの年齢群の合計が121例，男性例の52％を
占めていた．また，女性では60歳代の21例19％，
次いで70歳代と80歳代19例が17％と60～80歳
代にピークがあり，この3群で計59例，女性総数
の53％を占め，男性に比べて10歳高年齢側ヘシフ
トしていた．
　図2には死亡の種類による分類を示した．病死が
男性136例，女性65例で，男女共他の死因に比べ
て圧倒的に多く，男性総数の58％，女性例の59％
を占めていた．次いで男性ではその他の災害死50
例21％であったが，女性では自殺が第2位34例
31％であり，その他の災害死の9例8％を大きく
凌いでいた．他殺は男性6例，女性1例であった．
なお，その他の災害死男女合計59例の63％にあた
る37例が，交通事故に関連するものであった（図
2）．
　以上をまとめ，年齢別に死亡の種類を分類したの
が表2である（表2）．前述以外の特徴と多少の補
足説明を加えると，10歳代男性の総検案数15例中
10例がその他の災害死で，そのうち9例が交通事
故によるものである．この9例中7例が自動二輪
車，いわゆる単車運転中の事故である．同様に20
歳代男性では，その他の災害死10例中6例が単車
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運転中の事故による死亡であることが注目される．
　20歳代女性は，検：案数12例中10例が自殺であ
った．また，70歳代以上のその他の災害死男女合
計13例中5例約40％が，食物誤嚥による窒息死で
あった．病死が検案数の50％以上を占める年齢層
は，男性が40歳代から，女性では50歳代からとい
う結果であった．
　病死総数201例を性別，疾患別に分類すると，男
女共循環器系疾患がもっとも多く，男性136例中
108例79％，女性65例中54例83％を占めていた
（3）
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表2死亡の種類・年齢別の件数　　（単位：件数）
外　　因　　死
死亡の種類
N齢・性別
病　　死　■
ｩ然死 不慮の?毒
その他
ﾌ災害
自　殺 他殺 その他・不詳
その他
E不詳
合　　計
　　男O～　9女
@　　計
釜　　4 ｝　2 隻　　6
　　　男10～19女
@　　　計
1　　1
1　11？　11 3　31　1 1舞　　17
　　　男Q0～29女@　　　計
窒　　6 10
@10
、8　19 翌　　35
　　　男R0～39女@　　　計
61　　7 7　7 57121　1 1§　　27
　　　男40～49女
@　　　計
1§　　16 3　3 67131　！ 1　ユ 24P0
@　34
　　　男T0～59女@　　　計
33
V　　40
憂　7 §　4 苧　4 1　1呈　4 餐　　60
　　　男U0～69回ｪ　　　計
26P6@　42
1　1 呈　8 葦　9 1　1
　　　男V0～79女@　　　計
29P6@　45
32　5 ｝　2 1　11　1
　　　男80～89女
@　　　計
20P5
@　35
隻　6
2　2
二二　　43
　　　男X0～　　女
@　　　計
碁　　5 圭　2 衰　　7
　　　男〟@　計女@　　　計
136U5@　201
2　2‘8　59§2　64？　7 4　4塗　7 233P11@　344
（表3）．そのうち，頭蓋内出血が件数では男女ほぼ
同数であったが，男性は13％，女性は29％と比率
では女性が男性の2倍強となっていた．急性心臓死
は男性85例63％，女性29例45％で比率では男性
が女性の1．4倍となっていた．循環器系疾患に次い
で男性では気管支喘息重積発作，肺炎などの呼吸器
系疾患が多く，女性では再発性転移性癌などの，そ
の他の疾患6例が目立った．消化器系疾患は男性7
例5％，女性では3例5％であった．
　行政解剖の対象となった男性62例，女性27例
89例を死亡の種類別に分類したものが表4である
（表4）．病死の男女合計は76例で，半数の38例が
急性心臓死であり，剖検率は33％であった．例数
は少ないながら呼吸器系疾患，消化器系疾患および
その他の疾患で剖検率がそれぞれ55％，70％，
表3　病死・死因別の件数 （単位：件数）
病死・死因　　性別 男 女 合　計
循環器系疾患　頭蓋内出血死
@　　　　　　急性心臓死
@　　　　　　その他の循環器
18W5@5
19Q9@6
　37P14@11
呼吸器系疾患 18 2 20
消化器系疾患 7 3 10
その他の疾患 3 6 9
合　　計 136 65 201
77％と高率となっていた．
　外因死の行政解剖総数11例で剖検率8％と低か
ったが，不慮の中毒では全例が解剖された．行政解
剖によっても，⑥自他殺災害の別不詳の外因死と
されたもの，および，⑦内因死外因死の別不詳と
（4）
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表4行政解剖となった症例の死亡の種類
　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件数）
死亡の種類 男 女 合　　計
徳環器系疾患
@　　　頭蓋内出血
@　　　急性心臓死
@　　　その他
　3
R0@2
286 　5（　37）
R8（114）
@8（　11）
呼吸器系疾患 10 1 11（　20）
消化器系疾患 5 2 7（　10）
その他の疾患 2 5 7（　　9）
②不慮の中毒 1 1 2（　2）
③その他の災害 5 5（　59）
④自　殺 1 1（　64）
⑤他　殺 1 1（　　7）
⑥その他及び不詳 2 2（　4）
⑦ その他及び不詳 1 1 2（　7）
合　　　　計 62 27 89（344）
合計欄の（）内の数字は検案数を示す
表5受傷・発病の場所別件数
　　　　　　　　　　（単位：件数）
場所
ｫ　別
自　宅 職　場 その他 合　計
男 ！03 21 ！09 233
女 81 2 28 111
合　計 184 23 137344
（ore）
50
40
30
20
10
c％）
50
40
30
20
de
病　死　　104例
病死以外　　92例
されたものがそれぞれ2例ずつあった．
　受傷または発病の場所を，自宅，職場，その他に
分類すると，男女合計では自宅が184例53％，職
場23例7％，その他137例40％となっていた（表
5）．比率でみると男性では自宅とその他がほぼ同数
で45％前後，職場が10％弱であったが，女性では
73％が自宅であった．
　図3は，死体検案調書で受傷または発病時刻が比
較的明確な症例のみを選び，病院到着までの経過時
間を10分刻みで表したグラフである（図3）．
　病院到着時自発呼吸と心拍があった，あるいは，
DOAで蘇生術の施行により有効な心拍出量が得ら
れ，ICUに入院したが死亡した症例が上のグラフ
である．下の図は，到着時の死亡確認例や，DOA
でCPRに反応しなかった，または外来処置中に死
亡した症例の数である．入院群49例，DOA群136
　　　　ao　20　30　40　50　60　mln．
図3　受傷又は発病から病院到着までの経過時間
イ牛数
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入院症例　　49例
DOAおよび外来死亡症例
　　　　　　　136例
　　　O．5　1　1．5　2　6　24　72　hr．
図4　受傷又は発病から死亡までの経過時間
例と例数に差があるため，縦軸に100分率をとっ
た．両群はほぼ同様の分布パターンを示したが，40
分以上経過後到着した症例を合計すると，入院群は
24％，DOAおよび外来死亡群では36％で，わず
かに入院群の方が短時間で搬入されている傾向があ
った．
　図4は，受傷または発病から死亡までの経過時間
の分布を，病死群と病死以外の群に分類したグラフ
（5）
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である（図4）．病死群は，1時間から1時間半の間
で死亡した46例をピークとする山型に分布してい
るが，病死以外の群では，30分から3日以上の広
い範囲に平原状に分布していた．
　なお，図3および図4に示した統計で，除外した
症例のほとんどは，受傷または発病時刻，病院到着
時刻のいずれかまたは両方が不詳のものであるが，
死亡時間からみて，発見前または発見時死亡とされ
たもの10例，搬送中に死亡したとされたもの6例
をも含んでいる．
　総数344例をDOA，　non－DOA，外来死亡と入
院後の死亡に分類したものが図5である（図5）．
DOAが実に296例86％を占め，そのうちCPRに
反応し，一旦は蘇生した後死亡したのは37例13％
であった．一方，病院到着時呼吸心拍動があった
non－DOAは48例14％であったが，そのうち，外
来での処置中に死亡したものが17例35％あった．
21例に外傷DOAに有効とされている開胸心マッ
サージ術が施行された．入院後死亡の68例の内訳
は，病死27，その他の災害死28，自殺7，他殺4，
自他殺災害の別不詳1，内因死外因死の別不詳1で
あった．
考 察
　検案の対象となった本院救命救急部344症例の統
計結果と，昭和62年度の東京都監察医務院死因調
査2），および大阪府監察医事務所の死因統計3）の結
果を比較したものが表6である（表6）．
　検案件数中の男女比，死亡の種類の頻度，病死の
比率，死因となった疾患とその男女比などの項目で
は三者とも同様の傾向を示し，本院救命救急部，東
京都23区内，大阪市での地域的な，および，第三
次救命救急施設としての特徴的な現象は認められな
かった．なお，災害死や自殺の比率の項で，前二者
の傾向が類似しているが，大阪市では，災害死の比
率が小さく，自殺のそれが大きくなっている．しか
表6東京医大：東京都：大阪府検案例の比較
　　　　　　　　　期間：本院救命救急部（S，61．6．2．～S．63．3．31．）
　　　　　　　　　　　東京都監察医務院（S．62．1．1．～S．62．12．31．）
　　　　　　　　　　　大阪府監察医事務所（S．62．1．L～S62．12．31．）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
東京医科大学 東京都 大阪府 備　　考
救命救急部 監察医務院 監察医事務所
検案総数の男女二男 67．7 67．5 69．4男性検案数／総検案数
女 32．3 32．5 30．6女性検案数／総門丁数
行政解剖の比率 25．9 28．7 46．8行政解剖数／総検案数
病死の比率 58．4 61．9 55．3総病死数／総検案数
男 58．4 61．1 54．1 男性数／男性検案数
女 58．6 63．8 58．0 女性数／女性検案数頭蓋内出血 18．4 22．7 14．9頭蓋内出血数／総病死数
男 13．2 20．4 12．2 男性数／男性病死数
女 29．3 27．1 20．6 女性数／女性病死数急性心臓死 56．7 42．1 54．2急性心臓死数／総病死数
男 62．5 41．6 53．5 男性数／男性病死数
女 44．6 43．0 55．6 女性数／女性病死数呼吸器系疾患 10．0 7．0 11．8呼吸器疾患数／総病死数消化器系疾患 5．0 4．0 9．G 消化器疾患数／総病死数
災害死の比率 17．2 13．7 8．2 総災害死数／総検案数交通機関 62．7 50．O 13．6交通機関数／総災害死数
自殺の比率 18．6 19．5 29．4総自殺数／総検案数
男 12．9 18．1 28．1男性数／男性検案数
女 30．6 22．4 32．4女性数／女性検案数溢首 31．3 46．9 45．4償罪数／総自殺数飛降り 56．3 25．2 26．3飛降り数／総自殺数
他殺の比率 2．0 1．4 総崩並数／総検案数
（6）
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し，大阪府監察医事務所統計に他殺が含まれていな
いなど，監察医務体制の相違などの影響があるため
で，東京23区内と大阪市における死亡の種類の傾
向に違いがあると，この結果からはいうことはでき
ないと考えられる．
　法医学は，救急医療の進歩によって多大な恩恵を
受けており，この方面の知識無しには法医鑑定を行
うことは不可能といっても過言ではない．以前なら
短時間で死亡してしまう程の損傷を受けた患者が，
長期間にわたり生存し得たため病態像がまったく変
ったり，輸血，輸液の技術の進歩で失血死ではな
く，その後の呼吸不全や循環不全など，いわゆる二
次的な障害が死因となることも多くなると推測され
る，と石山4）は述べている．
　一方，救急医学の発達・普及によって，従来の死
生観では処しきれない，DOAへの対応についての
倫理的，社会的な問題が生じている5）．DOAとい
う用語は，救急室への搬入時に死亡と診断されたも
のについて，米国の検視官が用いたものが移入され
た．日本では来院時心肺停止状態ではあるが，救命
の可能性を残している極限状態の患者の総称として
用いられることが多い6）．したがって死の判定基準
を含めたいわば“dead　or　alive”という観点より，
DOA周辺の諸問題がクローズアップされてきてい
る7）．
　今回の調査期間内（1年10カ月）の死体検案総
数344例中の86％　にあたる296例がいわゆる
DOA症例であった．このうち到着時死亡を確認し
た，またはCPRを実施したが反応がなかったか，
あるいは一時反応はあったがICUに入院するまで
には至らなかった症例の合計は259例であった（図
5）．また，佐藤ら8）によれば本院救命救急部におけ
る，昭和61年度10カ月のDOA　142症例の治療成
績では，外来で死亡を確認したもの115例，うち蘇
生術に反応がなかったもの85例，入院したがまも
昭和61年6月2日～昭和63年3月31解
　　　　　　　　　　　ユ　
図5検案の対象となった東京医科大学救命救急部症例
なく死亡したもの19例，植物状態となったもの5
例，full　recoverしたもの3例であった．この成績
にみられるDOAの蘇生率の低さは，発見までの時
間的経過と，死因の重症度の問題を示唆してるとと
もに，救急隊では，硬直あるいはそれに類似した状
態を認めない限り，ほぼ死体といえるものも搬送す
る傾向にあることも一因と考えられる，という．
　わが国の第三次救命救急施設は，どこも同様な問
題を抱えている．米国に比較しての蘇生率，退院率
の低さを改善するためには，救急隊員による蘇生術
の範囲を現在の一次救命処置（basic　life　support：
BLS）より，二次救命処置（advanced　life　sup－
port：ALS）にまで広げる必要がある9＞10）．さらに，
学校でのおよび市民への教育などによって，BLS
技術の一般社会への普及が大切である．救急隊には
少なくとも電気的除細動が行えるように，病院前救
護体制を整えるべきだとの主張が救急医側から強調
されている11）．一般に，CPRの効果が期待できる
のは，心肺停止後4～5分以内に開始されたときで
あり，それを過ぎてしまうと救命率が大幅に減少
し，たとえ蘇生に成功しても後遺症を残してしまう
といわれている6）．前記full　recover　3例はいずれ
も心呼吸停止後10分以内に本院救命救急部の処置
がおこなわれた症例であることからも，早期の
ALSの開始の重要性が示唆される．
　今回の分析結果では，受傷または発病から病院到
着までの経過時間の分布は，入院症例もDOAおよ
び外来での死亡確認例もともに30～40分に最頻帯
があった．これは，患者が病院に到着するまで間
の，by－standerらによる適格なBLSの開始，救急
隊によるALSの早期の実施が重要であることを示
唆している．病院外救護体制が充実したものであっ
たならば，68例のICU収容患者のなかには，数は
少ないであろうが退院・社会復帰ができた可能性の
あった症例が含まれていたであろうと考えられる．
因みに，わが国でのDOAの退院率は数％である
が，病院外救護体制の整備されている米国の一部地
方では20％前後であるという9）11）12）．
　DOA患者のうち死が確実なもの（首の離断，硬
直や死斑の発現），悪性疾患の末期患者など以外に
は，CPRが施行され，有効な心拍出量が得られる
ようになればICUに収容され積極的な治療が開始
される．しかしCPRに反応を示さぬ場合，いつの
時点でCPRを中止すべきかが極めて難しい問題に
（7）
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なってくる．現時点では，CPR終了の基準は一部
例外を除いて，30分以上続行しても心拍の再開が
みられない状態を不可逆的心停止としている6），と
いう．
　さて，このような死亡例について死亡の時刻が問
題である．臨床側では，CPRを中止した時点を死
亡時刻とすべき，との意見13）が多い．しかし，法
医学側では，蘇生術に反応しなかった患者の死亡時
刻は，DOA状態になった時点とするのが当然であ
る14）．あるいは，犯罪事件においては，臨床医師も
死亡時刻についてもう少し慎重に取り扱ってもらい
たい4），と臨床側の考え方に批判的である．
　現在の救急医療体制では，救急隊が死体を搬送す
ることは出来ないと規定されている．しかし，死亡
認定も出来ないことから，生死不明として死亡確認
のために死体を病院に搬入することもある．前述の
ごとく，病院到着時，明白な死体については救急医
療を施行しないが，わずかでも蘇生の可能性があれ
ば，CPRを実施する．しかし，蘇生しない場合も
多い．この医療行為が死体になされたとみなされれ
ば，医療費支払などでトラブルに巻き込まれること
がある7）．現行の健康保険制度による医療費の支払
いは，生存患者に対する医療のみに支払われる．一
人の人間の死亡時刻が2つあっては混乱を招く．こ
のように解決しなけれぼならない問題が多い．
　いずれにせよ，第三次救命救急施設での死亡例
は，検案の対象となるものが多く含まれている．監
察医務院本死因統計マスタによると，昭和61年12
月1日より同63年3月31日までの期間に，新宿区
内の病院で死亡し，検案の対象となった症例は602
例であり，そのうち，本院救命救急部の患者は272
例で45％を占めていた．
　臨床医学領域と法医学分野の接点の一つである，
医師の「医師法第21条の規定による異状死体の届
出」を必要とする死亡の頻度は，意外に高いもので
ある．わが国で監察医務制度がもっとも整備された
形で施行されている東京都23区内におけるここ数
年の統計では，全死亡件数の15％内外，つまり
6．7人に1人が医師法上の異状死体として取り扱わ
れている2）．
　異状死体とは，死亡診断書（死体検：案書）の死亡
の種類の欄の，①病死及び自然死の一部と，外因
死：②不慮の中毒死，③その他の災害死，④自
殺，⑤他殺，⑥その他及び不詳（外因死であるが
②～⑤に該当しないか不詳），⑦その他及び不詳
（内因死か外因死か不明），以上①～⑦にあたるもの
のすべてである．
　死亡の原因別に具体的に記すと，（1）すべての不
自然死，つまり窒息死，交通事故死，中毒死などま
たはこれらの疑いのあるもの．（2）病死または老衰
死のうち，医師の診療を受けずに死亡したもの，医
師の診療を受けた場合でも，経過が急で死因が判然
としないもの，発病または死亡の状況が異常である
もの，直接死因が外因と関係のある病死またはその
疑いのあるもの（この場合は，外因発生より疾病に
よる死亡までの期間の長短を問わない），伝染病お
よび食中毒で死亡までに診断不能のもの．（3）最終
診療後24時間以内の死亡であっても，死因不明，
死亡時の状況が異常など不自然死の疑いのあるも
の．（4）怠慢または不注意，あるいは故意による致
死またはそれらの疑いのあるもの，その他死因が明
らかでないもの，発見死体（4カ月以上の胎児を含
む）などである15）．
　上記のような死亡については，医師は出来るだけ
すみやかに（法的には24時間以内に）「所轄の警察
署に異状死体の届出」を行い，後の処理を警察に任
せればよい．ただし，監察医務制度の施行されてい
ない地方では，通常，警察嘱託医が行う検案を，当
該医師に嘱託される場合がある．
　所轄の警察署は異状死体の届出を受けるとすみや
かに検視（司法検視），死体取扱規則による死体見
分（行政検視）のいずれかを行うことになる．司法
検視は検察官または司法警察員により，主としてそ
の死体が犯罪によるか否かを判断する行為をいう．
犯罪死あるいはその疑いがありと判断された場合に
は，裁判所の令状により検証，実況見分，鑑定処分
許可状発心，解剖嘱託などの手続が踏まれ，犯罪捜
査が始められる．犯罪死体および変死体または変死
の疑いのある死体以外のすべての不自然死体は，行
政検視が行われる．この行政検視は，死因の調査，
事故死であれば同種事故の再発防止，災害であれば
災害調査の一環としてなど，公共の福祉，公衆衛生
の向上などの立場から行う行政措置である．
　この警察による司法検視や行政検視には，医師の
立合いが規定され，当該医師は，医学的見地から死
亡の確認，死亡の年月日時，死亡の原因およびその
継続時間，外因死の手段および状況などを的確に判
断し，死体検案書を作成するとともに，警察による
（8）
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死亡の種類や，犯罪によるか否かの判断に協力す
る．検視を行う警察官すなわち検死官（刑事調査
官）は，豊富な知識と経験が必要とされ，10年以
上捜査（鑑識を含む）を経験した警視以上の者であ
って，法医学教室などで所定の研修を受けた者であ
る16）．
　一方，検案についてみると，監察医務制度施行地
域では，すべての異状死体について監察医が検案を
行い，必要があれば犯罪に関係のない死体について
も行政解剖により死因を究明しているので，問題は
無いが，その他の地域では，一般の医師が警察から
嘱託されて検案を行っている．検案のみでは，死因
を確定することが難しい場合も少なくないと考えら
れるが，制度上，行政解剖を行うことが困難なた
め，検案のみで死因を決定する傾向にあるのが現状
である．行政解剖の意義は，犯罪要素の埋没防止の
みならず，事故防止，災害調査，身元確認などのた
め，また，正確な死因統計の作成という行政上の立
場から重要なものである17）．近年，社会的に法医学
の専門家による検案・法医解剖の重要性の認識が広
まりつつあり，監察医務制度を全国的に普及させる
よう司法関係者および医師ら関係各位の一層の努力
が望まれる．
結 語
　昭和61年6月から63年3月の間の東京医科大学
付属病院救命救急部患者のうち，検案の対象になっ
た症例について検討した．
　1）検案の対象となった症例は，男性233例，女
性111例の計344例．このうち，検案のみで死因が
確定されたもの242例，行政解剖，司法解剖例数は
それぞれ89例，13例であった．
　2）年齢別では，男性は50～70歳代が，女性は
60～80二代がそれぞれの半数を占めていた．
　3）死亡の種類別では病死が男女とも第1位を占
め，男女ともその80％が頭蓋内出血を含む循環器
系疾患であった．男性はその他の災害死がそれに次
いでいたが，女性では自殺，その他の災害死の順で
あった．その他の災害死の63％が交通事故による
もので，若者の自動二輪車運転中の事故が目立っ
た．
　4）行政解剖89例の死亡の種類は，病死76例，
外因死11例，その他及び不詳2例であった．
　5）受傷または発病場所は，男性では自宅44％，
職場9％，その他49％　であったが，女性は自宅が
73％を占めた．
　6）受傷または発病から病院到着時間は入院症例
もDOAおよび外来死亡症例も40分以内に集中し
ていた．受傷または発病から死亡までの経過時間
は，病死では1～1．5時間の間が多かった．
　以上，今回の東京医科大学救命救急部検案症例の
分析結果は，死亡の種類や死因となった疾患では，
最近の東京都および大阪の監察医務院の死因調査の
傾向とよく一致しており，第三次救命救急施設とし
ての，あるいは新宿およびその周辺地域としての際
だった特徴は見当らなかった．これは換言すれば大
都会では，救命救急センター等での死亡の実態が，
都市全体の急死の実態をよく反映している，と考え
られた．
　救急医療の発達・普及の結果新たに生じてきた
DOAの問題について触れた．また，異状死体の取
扱の現状について述べ，監察医務制度を全国に普及
させることの必要性について言及した．
　下平にあたって，調査に御援助，御協力くださっ
た前本学付属病院病院長，牧野惟男教授ならびに救
命救急部，小池荘介助教授以下諸先生に感謝の意を
表します．
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